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研究ノート
経営参加論考 (1)
西
?
孝 男
労使関係論の先駆的名著「労使関係と労使協議制」で故藤林敬三氏が， つぎのようにい
われているD。
「労使関係を歴史的にみると，労働者の経営者に対する隷属ないしは従属関係が一つの
型である。これがやがて協調関係になり，さらに対等関係になり，その対等関係が前進す
ると，産業民主主義的労使関係に発展しつつ，内容的には経営参加的方向の労使関係に移
行していく。これは資本主義のもとにおける労使関係の一つの歴史的な発展方向のように
思われる」と。
近年， 「経営参加」にかんする論文は目立って多い2)。 この二，三年に「経営参加」の
言葉を題名にとり入れた書物だけでも十指にあまる3)。藤林氏の前掲書が発表されて15
年，今日，氏のいう産業民主主義的労使関係の客観的条件が生じているということであろ
う。
しかし，経営参加とは何か，はかならずしも明確ではない。
以下．小論の目的は，このように今日的問題となっている「経営参加」とは何か．その
問題点は何か，をまず明らかにしようとする。各国の経営参加のタイプ，その内容・ 範囲
は異なる。ついで小論は，アメリカ，西ドイツ，イギリス及びわが国において，これがど
のようにとらえられているか，その背最は何かを考えてみようとするものである。
1)ダイヤモンド社， 1963年. 4ペー ジ。
2)「経営参加」の論文は，つぎのものに網羅されている。
1. 中山三郎氏がつくっておられる文献解題（日本労務学会編：経営労働研究双書 1,
2, 5, 6, 7所収）。
2. 木元進一郎著『労働組合の「経営参加」」（森山書店， 1977年新訂版）の「「労使協
議」に関する邦文文献目録抄」
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1. 経営参加とは何か
経営参加はその内容の多様性に特徴がある。各国ですすみつつある経営参加の内容・範
囲あるいは問題の中心はさまざまである。
広義に解釈すると，ユーゴスラビアにみられるように労働者自らが企業の最高意思決定
機関である労働者評議会の構成員を選出する労働者管理制も含まれる。これは法律によっ
3)とくに1975年は一種の経営参加論プームであって，労使関係のあらゆる領域が経営参
加の名の下に論じられた感がある。筆者が気が付いた書名をあげればつぎのとおり。
数字は，小論の文献番号として使用する。
〔1975年〕 1丸尾直美・永山泰彦著「世界の経営参加はここまで進んだ」（ダイヤモ
ンド社）， 2プルーメ・ニ神恭一他著，二神恭一訳「労使共同決定」（ダイヤモンド
社）， 3中村忠ー著「労働者の経営参加』（東洋経済新報社）， 4チャールズ・レヴ
ィンソン著，足立千恵訳「経営参加」（日本経済新報社）， 5 日本生産性本部「経営
参加の日本的構想と労使の課題』， 6奥田幸助著「アメリカ経営参加論史』（ミネル
ヴァ書房）
〔1976〕？ 日本労働協会編「経営参加の論理と展望一~ と日本的土壌
一』（日本労働協会）， 8 「季刊労働法102号特集「経営参加と団体交渉」」（綜合労
働研究所）， 9二神恭ー著「参加の思想と企業制度」（日本経済新聞社）
〔1977年〕 10山形直著「経営参加の成功と失敗」（東洋経済新報社）， 1 占部都美著
「経営参加と日本的労使関係」（白桃書房）， 12小池和男著「職場の労働組合と参加
一一労資関係の日米比較ーー」（東洋経済新報社）， 13津田真激・岸田尚友著「欧州
の労働者参加—その実験と展望――-」（日本生産性本部）， 14 木元進一郎著『労働
組合の「経営参加」』〔新訂版〕（森山書店）
(1978年〕 15 鹿内信隆著『泥まみれの挑戦—労組の経営参加を実践して一―-』（サ
ンケイ出版）， 18岸田尚友著『経営参加の社会学的研究」（同文館）， 1「日本労働法
学会誌第15号「経営参加と労働法」』 18社会経済国民会議「経営参加の条件』
4) Charles Levinsonによれば（文献 4,81~3ペー ジ）， 1950年6月のユーゴの法律
が，労働者の自治を国家の正式の政策とし，すべての工場・事業場を，労働者の集団
の運営にゆだねることとし，東欧における社会主義の理論的，政治的進化の一大転換
期を形成した。この法律の発布によって， 1947年以来ソ連とユーゴの間で続いていた
自治に関する論争は終った。ソ連に抑えられている他の地域にも，ューゴの自治にか
んする実験が蔓延しはせぬか， ということは， ソ連の権威に対する真の脅威となっ
た。 1969年11月のチェコの軍事占領を決定させたのは，ユーゴに始まった民主化がそ
の勢いを得ることを，軍事力によってでも停止させねばならぬ，緊急の必要があった
からである。
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て定められているが，これにより，労働者と労働組合は企業内において経済面で直接的な
権能をもつことになり，選挙や任命による工業幹部は，数において多数を占める労働者の
意思に従うことになる。同じ意思決定のプロセスを経て，投資，賃金等に対する支払いが
配分されている0。
イスラエルのキプツ (kibbutz)も原則的に社会主義的イデオロギーによる workers'
controlによって運営されている。ここでは全メンバーが支配者であり，公式の意思決定
機関は全員参加を原則とし，運用上，専門委員会制がとられている。イスラエルのキブッ
を観察したある研究者は，ほとんどの他の民主主義国よりもイスラエルにおいて，経営参
加がより高度に発展している，といっている5)。
このような workers'controlは，ューゴ，イスラエル，アルジェリア等，一部の国で
みられるにすぎない。これは，経営参加の概念と対立するものと考えられがちである。世
界の労働運動史上， workers'controlの言葉が大きな意味をもつものとして登場して来
たのは， 1910年代， とくに第一次世界大戦中・後の時期に， アメリカの industrial
unionismやフランスの syndicalismの流れの中で，あるいはイギリスの戦闘的な shop
stewards運動の中である種の合言葉として使いられ， そのながれは今日のわが国の新左
翼の労働運動の中で生きている6)。
「経営参加」は industrialdemocracyないしは workers'participationin mana-
gementで表現されているものである。欧米7カ国の団体交渉の比較研究で知られる A.
5) Milton Derber, "Crosscurrents in Workers Participation", Industrial Relations 
Vol.9 No.2 (Feb. 1970) p.127によれば， この経営参加が230のキプツのみならず，
125の企業にみられる。全生産の約4分の 1, 主要なパス路線， 電力公社がこの原則
で運営されている。
6) 戸塚秀夫『労働者統制の思想—危機における労働者戦略ー」（亜紀書房， 1977年）
20~21ペー ジ。 1921年のコミンテルン決議， 同年のプロフィンテルン決議以来この
workers'controlは， 戦前のわが国において「工場ソヴェト」をめざす「工場委員
会運動」として行われた。終戦直後のわが国における「生産管理」戦術やイギリスの
1971~2年アッパー・クライド造船所における閉鎖反対の工場占拠事件にみられる
stay inまたは takeoverは，労働者集団による participationの意思表示であ
る。占拠だけでは長期戦に耐えられないから，組合または従業者団による自主操業が
行われるのであって，その面からいえば自主的「経営管理」である。大阪では1978年
に，田中機械がこのような組合管理に入っている（鎌田惹「労働者として生きる全金
田中機械」『月刊労働問題」 1979年1月号）。
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Sturmthalは industrialdemocracyについてつぎのようにいっている7)0
「industrialdemocracyの言葉の最も魅力的な属性は，その中に読みとられる意味の
無限の多様性である。その範囲は全く途方もなく広い。労働者の自主管理から協議制と共
同決定を経て団体交渉にいたり，さらに職務充実と自治的作業集体のような多岐にわたる
概念も含まれる。それは，歴史的には，永久の社会調和のようなユートピアンの思想に発
し，労働者にその社会的現状を受け入れさせるように設計された程々の形態の工業労働を
経て，労使関係の背景に生ずる不可避的な対立を管理する新しい方策にいたる。
International Encyclopedia of the Social Scienceの democracyの項によれば，基
本的に industrialdemocracyは工場内の democracyである。その究極の形において
industrial democracyは工場内の労働者の自治を要求するものである」と。この項の筆
者はそうはしていないけれども，しようと思えば， KarlMarxの一連の論敵Proudhon,
Kropotkinやその他のアナーキストあるいはこの解釈の支持者として初期の Bolsheviks
さえ引用できたであろう。 industrialdemocracyのrootsが，フランスの syndicalism
やイギリスの guildsocialismにあることはよく知られている。先進工業国の労働者の
大部分の教育水準の向上から少くともある形態の職場労働者の自主決定の拡大が可能と思
われ，しばしば要求されかつ実現されている正にこの時において，残念ながらわれわれは
この種の実験の結果について，これら昔の理論家ほどに楽観的になれないのである」。
わが国の論者には経営参加の中心となるものは労使協議だとする見解から，労働者重役
制，労使協議制を主張する見解，労使協議制，労働者監査役制の他に職場小集団参加 (Z
Dサー クル， QCサークル，ワークデザインサークル，目標管理制，提案制度）， 技術参
加，情報参加，所有参加にこれを拡げる見解がある8)。
また職場交渉を含める見解がある。職場交渉とは職場独自の要求解決のための大衆交渉
や職場代表交渉である。光岡正博氏によれば，これは「経営・職場における労働者権の拡
大による民主的規制の強化」9)である。後述のように，企業レベル， 職場レベルの団体交
渉が経営参加の基本的形態だとする考え方からすれば，職場交渉も経営参加に含まれるこ
とになるが，少くともわが国の研究者の一般的見解ではない。反対に広く産業レベル，国
7) Adolf F.Sturmthal, "Unions and Industrial Democracy", The Annals of the 
American Academy of Political and Social Sc畑 ce,Vol.431, (May 1977) p.13. 
8)河野穣「わが国における経営参加論の特徴」文献8176~7ペー ジ。
9)光岡正博「団体交渉・労使協議制をめぐる学説・判例」文献851ペー ジ。
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レベルの政策づくりに参加する政策参加を含めて論ずる人もある10)。
欧米で industrialdemocracyあるいは workers'participationの名の下に実施さ
れ考えられているものをわが国で「経営参加」とよぶのであるが，各国でさまざまなかた
ちで実施されているこうした運動が本来もつ多様性を，一つの定義で正確に包括すること
がそもそも無理なのであろう。
2. 経営参加の 4方法
1974年8月オスロで ILO主催のシンボジウム「経営企業の意思決定に対する労働者参
加」が開催された。ここに，世界5(),i豆］国から約200名の代表者とオプザーバーが参加し，
75の論文が提出されて，論議が行われたが，このシンボジウムの論議を一つの論文にまと
めた Schregleは，つぎのようにいっている11)。
「経営参加という表現そのものが，すべての人の心の中に同一の意味をもっていない。
この問題についての最も国際的な論鏃が，この用語を使用する者がしばしば参加のある特
定の型からのみ考えているという事実になやまされたのである」と。
シンポジウムを要約した Schregleの論文は，経営参加の方法として，団体交渉，労使
協議制，労働者重役制，職場レベルでの参加，の四つをあげている。シンボジウムの論議
の中で生れた国際的類型化といえよう。そしてそれが含む問題点もあげられている。個人
の論文として発表されているもので，メンバー全員の統一意見の表明とみなさるべきもの
ではない。しかしそこに参加した人々の見解とみなされることはさしつかえないだろう。
以下，彼の論文にしたがって，それをみることとする。
〔団体交渉〕
経営参加としての団体交渉には二つの役割がある。一つは，経営参加導入の手段として
の役割であり，他の一つは，とくに企業ないし工場レベルでの，団体協約を交渉する現実
10)丸尾直美氏は，イギリスの社会契約や労働者代表によって構成されるスウェーデンの
全国労働市場ボードのような国レベルのものも参加に含めて論じている。
文献 144ページ。これは workers'participationであっても， 「経営参加」の表
現をもってするのは適切でない。いずれにせよ， 1960年代の後半以降，産業・国全体
にいたるあらゆるレベルでの権利拡大の要求が，労働運動の中でしだいに高くなって
来ている。
11) Johannes Schregle, "Workers'participation in decisions within underta-
kings", Industrial Labour Review, Vol. 113, No. 1, January-February 1976, p. 1. 
Johannes Schregleは ILO事務局の労働関係部長である。
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の過程である。これは，それ自体，経営者側の役割として一方的に決定されてきたものが
労働者と経営者の間の合意をみた妥協， すなわち団体協約となることである。団体交渉
は，カナダ，アメリカ，イギリスおよびアイルランドを含む多くの国における経営参加の
主たる形態である。
経営参加の手段として団体交渉を考えるとき二つのことが明らかとなる。第1には，企
業レベルヘの傾向が存在すること，そして第2には，交渉される問題の範囲の拡大の傾向
である。
第1の傾向についていえば，もちろん，団体交渉が伝統的に企業レベルで行われて来た
国がある。しかし，団体交渉が伝統的に産業および全国レベルで行われて来た国，とくに
西欧諸国において，今日，企業レベル交渉への明らかな傾向が存在するのであるm。
第2の現象，すなわち交渉事項の拡大については，世界の多くの国の動きが，団体交渉
はもはや賃金と労働条件の決定に限定されないことを示している。過去において経営者の
専決事項と考えられていた問題の多くが団体交渉に含まれるようになった。スウエーデン
では団体交渉を人事問題に拡大する動きがみられるし，アメリカの団体協約は，新工場の
設立，オートメーションや作業工程の変更のような事項を対象としている。イタリアで
は，経営者の投資を抱束する条項が協約に挿入された。これら新しい動きは一部にすぎな
いが，経営参加の問題としては注目に値する。
12)さきに引用した論文で Sturmthalはつぎのようにいっている。「企業あるいは工場
レベルの協約が例外ではなく常態となる日が来るだろう。この方向への動きはすでに
多くの国で進みつつある」 A加 als,May 1977, p. 19~20. 
また RonaldDore, "British Factory-] apanese Factory -The Orig切sof 
National Diversity in Industrial Relations -" (George Allen & Unwin, 1967) 
p. 370. は，「（今後イギリスで）工場別ないしは，企業別団体交渉制度が大企業で支
配的な形態になるとしても，一度，産業別交渉制度をもったイギリスにおいては日本
のように，中小企業が団体交渉構造の枠外にあり，その大部分が末組織であるという
ようなことにはならないだろう」といっている。
13)労使協議制（または経営協議会）が最初に実現をみたのは第一次大戦後． すなわち
1918年イギリスの地方公営企業体において労使合同委員会が設立され， 1919年にオー
ストリア， 1920年にドイツとチェコスロバキアにおいて経営協議会がそれぞれ設置さ
れた。第二次大戦後はさまざまなタイプの工場委員会がフランス，イクリア，ベルギ
ー，ラテンアメリカなどの国々で設立された。多くは国法の強行規定の下で実現され
ている。
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〔労使協議制〕
工場委員会，経営協議会，労使協議制といった形の経営参加は最も普及している13)。
これに参加する労働者の委員は，組合員たると非組合員たるとを問わず，その企業の全
労働者から選出され，あるいは任命されるものが多い。その多くは，労働組合の団体交渉
権に抵触しない，多くの国においては主として諮問的なものにとどまる。
各国のこの種の制度の調査によれば，それが最初につくられたときかけられた期待のよ
うに育っていない。企業レベルでの従業員関係の処理の理想的な手段ではないとされてい
る。その理由の一つは，意思決定の権限がない，労働者は情報が与えられ意見を述ぺるこ
とができるが，その意見が採用されるか否かについては力をもち得ない諮問機関であるこ
とにあるだろう。
一般的に,give and takeの要素，すなわち交渉の要素を含まない労使協議制は，若
干の国において，労働組合の猜疑をまねき，あるいは労働者の無関心の存在となる実際的
な意味のないものとなっている。
問題は，如何にして労使協議制を有効なものとするかである。一つの解決策は，労使協
議制に共同決定または共同管理権を与えることである。これは，西ドイツ，オランダ，フ
ランス，ベルギー．オーストリアを含む西欧の各国ですすんでいる。ここでは，労使協議
制が福祉計画を管理しあるいは経営者と合同して特定の問題を決定する権限をもつ。明ら
かにかかる共同決定権の拡大が労働組合の団体交渉権を阻害してはならない。
労使協議制をより有効なものとするもう一つの方法は，特定の問題について経営者と交
渉する権限を与えることであるが，これが労働組合側の疑惑を生ぜしめることは確実であ
る。 1975年のECの会社法案は，労使協議制は労働条件について経営者と交渉しないこと
を定めている。
今日，多くの国で，労使協議制と団体交渉との伝統的な区別を維持することが正しいか
どうか問われている。事実，団体交渉が企業レベルおよび職場レベルにより近くなるにつ
れて．両者を区別することがますます問題を生ずるに違いない。基本的に，団体交渉と労
使協議制は，一つの同一の過程となるだろう。
重要な問題は，労働組合が労使協議制にとって代る一般的傾向が存在するかどうかであ
る。労使協議制がすべて労働組合機関に代ると仮定することは正しくないとしても，西欧
各国における企業レベルおよび職場レベルでの交渉への現在の傾向がつづくかぎり．経営
参加の最も重要な問題の一つがこのレベルでの労働組合運動の将来の役割にかんするもの
になるであろうということである。
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〔労働者重役制〕
経営参加の中心的な問題であり，また最も論争の多いのは，労働者重役制である。
企業の政策決定を労働者が実質的に左右する発言権をもち得るかどうかは，役員会にお
ける労働者選出メンバーの数のみならず，会社の権力構造の中における役員会のもつ役割
と機能のいかんにある。西ドイツの監査役会は，イギリスやアメリカの企業の役員会と同
じではない。
各国のこの問題にかんする論議は，つぎの2点にある。第1は，民間を含む経済の全部
門に適用されるのか，それとも公有企業体のみに適用されるのかであり，他は労働者が同
数の代表権をもっているかどうかである。
前者についていえば，公有企業体の労働者代表について，大きな意見の差異はないよう
に思われる。スイス，ナイジェリア，フランス，ベネズエラ，イラク，アルゼンチン，ァ
イルランド， トルコの各国，あるいはイギリスの鉄鋼公社のような公有企業体の理事会に
おける労働者代表の存在は，この形態の経営参加が各国で永続する慣行となっていること
を示している。
実質的な問題は，民間企業における役員会の労働者選出メンバーである。西欧に限られ
ていることであるが，注目されるのは労働者重役制への直接的参加を躊躇して来た労働組
合の見解に近年変化のみられることである。しかし，これは一般的傾向ではない。ベルギ
一労働総同盟は，労働組合代表が経営機関に入ることに反対しているし，イタリアの労働
組合運動も経営決定への直接参加を欲しない。アメリカ，カナダおよび発展途上国を含む
他の国々の労働組合も労働者重役制を主張していない。若干の発展途上国には，役員会の
労働者代表は経営者の自家薬籠中のものとなるとの危惧がある。
これに関連して興味ある問題は，労働者重役制が団体交渉と両立するかということであ
る。労働組合が交渉のテープルの両側に代表を出すことになる。新しいスウェーデンの法
律は労働者代表は，団体交渉と労働争議に関する役員会に加わらないことを定めている。
〔職場の参加〕
経営参加が，団体交渉，労使協議制，労働経重役制のいずれのかたちをとるにせよ，こ
の種の経営参加がそれ自体，企業内の民主化の保証でないことは明らかである。どのよう
な手段で企業の最高経営決定機関における政策決定に労働者代表が参加するにせよ，職場
レベルでとられ労働者に直接的に影響する決定に一般労働者を参加させる取決めで補足さ
れねばならない。
各国で近年，職務拡大，職務充実，仕事のローテーション，自治的作業集団のような問
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題について，多くの興味深い実験が行われている。この種の計画は，ノルウエー，スウェ
ーデン，デンマークでとくに普及がはかられているし，フランス，アメリカその他におい
ても，実験が行われている。
これまで得られた経験から引き出し得る教訓は，職場における作業組織の変更の成功
は，決定的ではないとしても大部分，その導入の基底にある動機による， ということであ
る。生産性向上，コスト引下げ，労働異動ないし（労働忌避），疲労，単調， ストレスの
減少，作業環境の改善，労働時間の減少等，かくしてしばしばきわめて漠然と職務の満足
感といわれるものを増大せしめようといったことに動機づけられている。明らかにそこは
は，これらの動機のすべてないしは若干の結合があるのであって，職場レベルにおける経
営参加を導入するときには，一方における生産性向上，コストの引下げと他方における仕
事の満足感の増大，疲労やストレスの減少の目的の間に，均衡が保たれねばならない。
事実上，とくに賃金制度および生産性向上の成果の配分の関連における労使関係の一般
的背景を考慮することなくして，職場レベルでの参加を論ずることはできない。これを成
功せしめるためには，これらの実験のすべてが労働組合運動の支持を必要とする。かくて
第3の教訓は，作業組織における労働者の参加にかんするいかなる実験ないし取決めも，
それが労働者と労働組合の支持をえて，あるいは少くとも労働組合に対抗することなく計
画され補足されるのでなければ望ましい結果を生ずる可能性はない，ということである。
（ノルウェーとスウェーデンにみられる）最も遠大な実験は，使用者と労働者組織間の協
約，すなわち，団体交渉にもとづいたものである。このことは，このレベルでの参加は経
営者がイニシアチヴをとる実験というよりも，大部分は団体交渉の問題であることを示し
ている。
かく論じてはつぎのように結論する。
この問題は，出発点，すなわち，団体交渉にわれわれをたちいたらしめる。この事実は
職場レベルでの経営参加は，然るべき場合，労使協鏃制，労働者重役制そしてなかんずく
団体交渉を含む種々のレベルでの経営参加の一般的な方法ときりはなされてはならず，そ
の一部でなければならないということである。 “団体交渉”の用語は，ここでは単に公式
的な団体協約の締結のみならず，妥協的解決を目的とする経営者と労働者間のすべての団
体的取決めを対象とするより広い意味で用いられている。その意味において団体交渉は，
経営参加の最も本質的な形態たるにとどまらず，経営参加がその根をもち育てらるべきよ
り広い文脈ないしは一般的な哲学を提供するものである，と。
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3. 経営参加の背景
ILOの1974年のシンボジウムに象徴されるように， 70年代に入って「経営参加」の関
心が高まり，提鏃され，実施に移された。その各国の状況については，すでに多くの人に
よって述べられているが，労働者重役制のみについてみても，西ドイツにおける1976年の
拡大共同決定法の制定と， 78年におけるその実施をはじめとして， オランダ (1971年），
オーストリア (1971年），スウェーデン (1973年）やルクセンブルグ (1974年）などの国
国における法制化があり，フランス，イギリスでもこの種の経営参加の崩芽がみられる。
「参加革命」とまでいわれる industrialdemocracyの普通化現象をもたらした要因は
何だろうか。基本的には，第2次大戦後の西欧の労使関係の変化があげられる。その変化
は，技術の発展，経済，社会，政治の諸変化によって引きおこされているのであって，各
国において労働組合が，国民社会全体のレベルで，経済的・政治的影響力を強め，また広
範な範囲にわたり，労働組合および労働者の権利を保護する立法が西欧の各国に設定され
た。企業・職場レベルでの権利拡大をはじめとして，産業や国全体にわたるあらゆるレベ
ルでの経済的・社会的諸側面におよぶ多面的な権利拡大の要求があらわれたことである。
市民社会における民主主義の発達が代議制議会制度を生み出したが，労使関係の上記の
変化は， 産業上の諸決定について労働者の参加を促進するという思想industrialdem-
ocracyを発展せしめたのである。
英労働党政府が1978年5月23日発表した「産業民主主義に関する白書」は，その冒頭に
おいてつぎのように述べている14)。
「民主的社会においては，民主主義は，工場の門又は事務所のドアの前で停止すること
はない。われわれは，生涯の大部分を仕事で使い果たし，技能と精力を産業の中で費やし
ている。われわれのうちこのような生活をしている者が，われわれの労働生活及びわれわ
れの職業に重大な影響を及ぽすことのある意思決定に参加できるようにすべきだとの認識
は，増大しつつある。かかる動きは，もはや「可否」の問題ではなく， その「時間及び方
法」の問題となっている」
industrial democracyの進展は，程度の差はあれ，西欧の各国についていいうるだろ
14) Industrial Democracy, May 1978 (Cmnd. 7231 HMSO) p. 1. 
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ぅ15)。
しかし， 西欧での経営参加は， 労働者政権の政権維持という背景抜きには考えられな
い。 1971年，ォーストリアのクライスラーを首相とする社会党政権は，企業に効果的な共
同決定の導入をはかるための法律を成立させた。この法案は，オーストリア労働組合会議
によって準備，提案されたものである。西ドイツの共同決定の前進も， 1966年にキリスト
教民主同盟と大連合をはかり， 1972年以来自由民主党との小連合で政権を維持している社
会民主党政権を前提としている。イギリスで近年，労働者重役制の問題が論議の対象と
されているのも， 1974年以来二度の選挙で労働党が政権に復帰したことが重大な条件をな
している。スウェーデンの労働総同盟は， 1971年に開かれた5年毎の大会で industrial
democracyを重要議題とし， 労働者重役制が法制化によって実施されたのは1973年4月
であるが，当時の政権は社会民主党が担っていた。デンマーク，ノルウェーも労働組合が
よく組織され，政治的には与党の社会党と提携している。
また西欧では，個人経営という型を中心に少数のファミリーが全生産資本の70%を占有
していることへの批判が参加を要請する背景となっているといわれる。
また西欧各国の労働組合による団体交渉が地域レベル，全国レベル，産業レベルであっ
て，企業の個有の問題に対処しえない，企業内レベルの労使関係制度の遅れを近代化しよ
うとする運動だということである。技術革新と企業規模の拡大に「労働の非人間化」現象
15)西ドイツは政党も労組も相互に独立した団体であるが，社会民主党 (SPP)の党員
の70彩が労働総同盟 (DGB)の組合員であり， DGB組合員の80彩がSPPに加盟
している。高級官僚の政策立案過程におよぽす労働組合の影響力は，イギリスについ
で日本はもっとも低い。イギリスの場合は，行政府の中立性と低越性を示すものであ
るが， 日本の場合は国会議員や政党の影響力はかなり強いが，労働組合の影響力はき
わめて低い。
（江幡清「労働組合と政党」『労働組合への提言」日本評論社， 1978年， p.216) 
16)三藤正「経営参加について」（文献7p.61~4)はとくにこの労働組合の要因を強調す
る。すなわち，全面的に陳腐化し硬直した西欧諸国の労使関係の中で，最もその症状
のひどいのが企業内労使関係であり， ここにそのアキレス腱的最弱の一環がある，
「要するに西欧の企業内労使関係は，従業員のニーズの推進あるいはその利盛の保護
について組織的援助を与えることができないという，アメリカや日本のそれに比べて
極めて後進的な仕組みであった。その窮通の方法とに採用されたのが労働者重役制で
あり，工場委であった」， 西欧の最近における経営参加は， アメリカや日本のそれに
対して独自のものである，とする。
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が広範に現出しているとき，労働組合が組合員の職場レベルでの現実的なニーズに対処し
えないこともその一因をなしているであろう 16)。
しかし，労働者重役制ー一経営の最高権限機関に労働者の代表が入り，経営権そのもの
を分かち合う一ーには，いくらかの問題がある。
つぎに MiltonDerberが，イギリス，イスラエル，ォーストリアを訪問し，労使に聴
き取り調査を行って問題点をまとめているものを紹介しようm。
(1) 経営者は経営能力と経営経験の点でますます専門化しているので，労働者に情報を提
供しあるいは協力を求める場合を除いては，意思決定に労働者を参加させることは望ま
しくない，と考えている。彼が会った経営者には，意思決定への労働者の参加の価値を
イデオロギーとして確信している兆候はほとんどみられなかった。さらに，経営者は，
経営参加が，生産性，能率，企業利益の向上を生じるとは考えていない。
(2) 労働者の大部分は，彼等の経済的なあるいは他の個人的な要求が満足させられるかぎ
り，直接的にも代表を通じても，経営の意思決定に責任をもつことになるのを躊躇する
気持をもっている。 Derberが訪問した三カ国では，職場レベルでさえ，労働者が経営
参加に強い関心を抱いている証拠はみられなかった。
(3) 組合役員あるいは労働者代表が経営機関に入ると，組合のスボークスマンであり指導
者である彼等の立場が損われるおそれがあり，労組への忠誠と経営者として忠誠の二重
の忠誠のジレンマに悩まされることになる。
(4) 利害の異なるものからなるグループの議論は時間がかかり，意思決定がおくれる。利
潤を追求しコストを意識する経営者の反対の多くがこの点にある。時間は，参加の必要
のコストと思われる。問題は経営参加の利益が意思決定の遅れをこえるかどうかであ
る。産業の競争が激しいほど，遅れのコストが高いものになる。
Derderの論文が発表されたのは197哨三である。労使の考え方はそれ以降あまり変って
いないかもしれない。しかし，現実に，各国で経営参加はすすんでいる。
そこには各国共通の条件もあるだろうが，国によってそのタイプは異なり，「経営参加」
に対する取り組みにも違いがあるだろう。各国で経営参加が問題となってくる客観的条件
は何か。ーロに西欧といっても，それぞれの国の労働組合の組織形態，労働組合運動の指
向する考え方と力量も，一律一様なものではない。経営参加は各国の歴史と産業上の風士
17) Milton Derber, "Crosscurrents in Workers Participation", Industrial Relations 
Vol.9, Feb. 1970, p. 131~6. 
138 
経営参加論考 (1) (西岡） 1069 
と労使関係に密着したものだろう。以下それを若干の国についてみてみたい。
4. アメリカの労働組合と経営参加
最初にアメリカをとりあげるゆえんは，団体交渉は経営参加の最も本質的な形態である
とする J.Schregleの見解を検証することにする。
1977年，日本労働法学会のシンポジウム「経営参加と労働法」では，アメリカにおいて
は，国または自治体レベルでは市民・住民の参加運動が活発であるが，労使関係において
は， participation概念はほとんど登場しない， との宮島尚史氏の見解に対して， 桑原
昌宏氏が， スト権のない公共部門の労働組合に participationの考え方がある， これは
collective bargainingではな<collective negotiationという表現を使っている， ス
ト権がない negotiationを participationの類型でとらえることができる，と反論する
議論が行われている18)。要するにアメリカには事実上経営参加はないという認識である。
わが国の研究者間には， 団体交渉を経営参加の一形態であるとする考え方はみらそな
い。むしろ労働組合の本来の役割は，経営に対する対立者もしくは批判者として活動する
ところにあり，むしろ経営参加は団体交渉と区別しなくてはならない， とする見解がみら
れる19)。すなわち経営参加は生産手段の運営によって経済価値を生産する企業の意思決定
に参加することを意味し，これにたいして，団体交渉は，生産された経済価値の配分過程
にかかわる。前者は，パイの生産にかかわる参加であり，そこでは労使の利害が共通する
関係も成り立つ。これに対して後者は，パイの分配にかかわる企業の意思決定に労働者が
参加する方法であり，労使の利害は対立する関係におかれる。したがって，経営参加の本
質を理解するためには，それと団体交渉は区別しなくてはならないとされる20)。
さてアメリカの団体交渉は企業および（または）工場レベルでおこなう慣行が形成され
ている。政府が団体交渉の運営，組合運営の手続きにかんして，広範かつ細目にわたる規
制を行なっており，企業レベルで非常に詳細な労働協約が結ばれる。この協約には，職場
生ずるで特殊な問題から，昇進，苦情処理，賃金， fringebenefits等におよび，数百ペ
ージにおよぶものがある。団体交渉が全国レベル，産業レベルで行われ，協約が比較的簡
単な西欧諸国と対象的である。
18)文献 1714および134~5ペー ジ。
19)文献 1 19~21ページの占部都美氏の見解および尾高邦雄「経営参加の日本的形態を
考える」『季刊日本の経営文化』 No.7. 6ページ参照。
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Milton Derber20l によれば， 団体交渉 (collectivebargaining) こそがアメリカの
industrial democracymにいきつく道である。西欧に比べて industrialdemocracyは
近年のアメリカであまり論議の対象となっていない（イギリスでこの議論がこの十年間，
きわめて多いのと対照的である一幽ー後述）。 これは組合員側の関心の欠如やアメリカ労働
組合運動の弱さによるのではなく，むしろアメリカの industrialdemocracyは団体交
渉制度を通じて広く達成されたとする一般的な見解によるものであると Derberは主張す
る。
Derberのあげるアメリカの industrialdemocracyとしての団体交渉の本質はつぎ
のようなものである。
(1)労働者は使用者に干渉されることなく彼等自身の選択により労働組合を形成し，それ
に属し，支配する権利をもっ， (2)使用者および経営スタッフは，彼等自身の代表的な団体
を形成しその企業の活動を管理する権利をもつ。 (3)賃金，労働時間および他の雇用条件を
団体交渉の方法によって共同決定し，その協約は調印された文書，法的に施行される契約
になる。 (4)協約の履行についての労働者の苦情と不平，公平な処遇に対する要求は，協約
に規定される公式の苦情処理手続によって処理される等。
これらの諸点は，アメリカ労働運動の発展によって，経営権に属するとこれまでみなさ
れていた事項についても団体交渉権を獲得する方法によって参加を実現させて来たという
ことである。
20) Milton Derber, "Collective Bargaining : The American Approach to 
Industrial Democracy", Annals, AAPSS, 431, May 1977, p. 83. 
21) industrial democracyの用語はウエップ夫妻が，イギリス労働組合内部における民
主化運動を記述するために使用したのが最初である。 Sidneyand Beatrice Webb, 
Inustrial Democracy (London, 1897)高野岩三郎訳 (1927年）。その後，第一次大
戦後を契機としてこの語が欧米各国で流行語に用いられるようになってから，多くの
人によってさまざまな意味・内容を与えられるに至った。ことにアメリカにおいては
一般に団体交渉権をもつ労働組合の機能にウエイトをおきつつ，民主的諸原則にのつ
とって運営される労使関係を指す。またウエップの研究は．アメリカの労働組合の機
能にかんする諸研究に大きな影響を与えた（神代和欣著「アメリカ産業民主制の研
究」東京大学出版会， 1966年参照）。 democracyの本質は，個人が自分の生活に重要
な影響を及ぼす事柄の決定に参与する機会を与えることにあり，近年， とくにイギリ
スでは industrialdemocracyの用語が労働者の経営参加を指すものとに用いられ
ている。
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全米自動車労組組合長ウドコックは，団体交渉によってつぎのような利益が労働者に不
断に保障されるようになった．という 22)。
(1)生産性向上と生計費上昇にともない賃金を上昇せしめる条項。 (2Hl!用者の拠出による
健康保険制度。 (3)国の社会保障による老令年金額の補填。山補足的失業手当等。
また小池和男氏は，アメリカ労働組合の団体協約における先任権を参加に含める。先任
権は，「誰を解雇するかについて，全く経営の介入を許さない。入社年月日の逆順という
マギレのないルールをつくり，経営による成績査定や，組合活動を行うものへの差別を一
切封じてしまう。そのうえ，経営の立ち直り後や最気の回復後の雇用拡大にあたって，解
雇されたものの再雇用の優先権を確立している」23)からである。
アメリカの労働組合が上記の利益を得て来たのは，その組合員の働いている職場に牢固
たる根を下ろしているからである。法律によって，アメリカの組合は交渉単位に属するす
ペての労働者を代表することのできる唯一の団体であり，組合員，非組合員を問わず，そ
の交渉単位内のすべての労働者のために，団体交渉を行わなくてはならない° 前記のウド
コックはつぎのようにいっているm。
「アメリカの若い労働者は，その先葱たちよりも，もっと自分たちの職業，収入，およ
び環境に影響を与える事柄に，継続的な発言権を持つことを主張するであろう。これまで
団体交渉の枠外にあるとされてきたあらゆる種類の意思決定を通じ，経営者の権利事項と
して一方的につっぱねてきたものも，だんだん譲り渡さざるを得なくなるであろう。その
ような労使合同の意思決定は，職場の仕事と，いわゆるその管理の領域に限定されない。
労働者にとって重大な影響のあるすべてのこと，すなわち交渉単位からある仕事をはずす
こと，工場閉鎖，新設などにも及び，価格，生産，投資に関する意思決定など，労働者に
影響を与える事柄では，少くとも会議に参加する権利を主張するであろう。合同の意思決
定の筋書きを，今規定し予想しても，何の役にも立たない。しかしどのような新しいアプ
ローチがとられるにしても，それは団体交渉の一般的枠組の中で進められなければならな
い」と。
アメリカの労働者が経営参加を拡大する方向は，労働組合の現存の団体交渉機能ないし
22)レナード・ウドコック「アメリカの経営参加」文献 4p. 166~7. 
23)小池和男「機能からみた労働者の経営参加」文献 836ページ。小池氏によれば，参
加とは「最も素直に解すれば，自分にかかわることを決定するとき自分も発言するこ
とである」文献 1211ペー ジ。
24)文献 4180ペー ジ。
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団体交渉事項の拡大にある，との主張である゜
アメリカの経営者は，金融，価格，生産物の選択，マーケティングといった基本的な領
城の権限については，これを手放すことはしない（例えばスウェーデンにおいてはこれら
のすべての事項は組合と協議すべきことになっている）。またアメリカでは， 労働者重役
制は労使ともこれまで問題にしなかったし，また検討の対象にもなっていない25)。
アメリカは西欧各国を合わせたくらい広大である。アメリカではアメリカ一般の制度と
いうものはない。社会のあり方も地方ごとに州ごとに異なっている。しかし，中世の封建
的，身分的な国家の歴史のないアメリカにおいて，労使関係に対する「人民のための人民
による」政府の役割は大きい。使用者として団体交渉に応ずべきこと，拒絶してもよいこ
との範囲，交渉手続，組合運営について政府が幅広くかつ詳細に規制を行なっている。ア
メリカの労使関係のあり方は明らかにヨーロッパ各国のそれとは異なり，アメリカなりの
個性がある。
アメリカの経営参加については他の見方もあるが25), 私は， アメリカの団体交渉が，
Schregleのいう経営参加をめざしていると思う。それは，慣習的な団体交渉のステップ
を踏んで締結される団体協約に，意思決定権についての経営参加を織り込んでいくことで
ある27)。労働者の教育水準の上昇，新技術の発達とその使用，その使用の拡大によって生
25)ナンシー・フォイ，ハーマン・ガードン「経営参加3カ国の論理と実態」 DIAMOND
ハーバード・ビジネス1976年11~12月， 110ペー ジ。
26)奥田幸助著『アメリカ経営参加論史」（文献6)は， テーラーの科学的管理法をめぐ
る労使の対立が，管理権が経営の掌中に握られていく過程から，逆に労働組合の参加
を認めるのやむなきにいたる過程をアメリカの経営参加として論じている。人間関係
論的アプローチであり，上司と部下とがインフォーマルに権限を共有し合う非公式的
参加である。また， ミシガン大学グループのリカートらを中心とする組織論の観点か
らする経営参加を紹介したものとして， 奥村昭博「経営参加の組織論的考察」『日本
労働協会雑誌」 223号， 1977年10月参照。
.27) Adolf Sturmthal, "Wokrers'Participation in Management : A Review of 
United States Experience", INSTITUTE OF・LABOR AND INDUSTRIAL 
RELATIONS Re炒切tSeries No. 206 Ilinois Univ. p. 35~8は，アメリカの高
度に発展したcollectivebargainingは，意思決定に対する workers'particip-
ationの一形態とみなされる，という。教育水準の上昇は，企業の意思決定に有効に
参加しうる条件をつくり出すが，その時でも，企業の命運を決定するような問題の意
思決定にまきこまれたいと思う労働者は多くないだろう。歴史にてらして， 近い将
来， とくに大企業の最高経営機関への労働者の参加はないだろう，と予想している。
142 
経営参加論考 (1) (西岡） 1073 
じる犠牲と労働者の職場と生活に対する影響は，今後さらに企業の意思決定に労働者が有
効に参加すべき条件をつくり出すであろうが，少くともアメリカでは，その道は団体交渉
ーストライキの権利を保持しつつ労使関係の問題を漸進的に包括するダイナミックな方
法-1.:;!;:iGt.:-'.':>う。
だがアメリカの労働組合は，経済・社会・政治に生じつつある変化に柔軟性をもって対
処しうるであろうか。アメリカの組合指導者は高令化しており，その目標も今後最も成長
が期待されるグループにとって魅力が欠ける，アメリカの労働界は動脈硬化の末期的症状
を来たしている，という批判がある28)。組合が新技術の普及を遅らせているとの主張があ
る。今後15年ないし20年の変化する情勢の中にあって組合は成長していくことができるか
はアメリカの労働運動に課せられた最大の課題である。
28)レイ・マーシャル他ー名著， 山本隆道訳「アメリカの労働組合』（サイマル出版会，
1979) 185-194ペー ジ。
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